




































意義をさらに高めるという意味があるし､後者は文書が使えるかどうかの決定的要素となる｡以下､それぞ

れについて解説する｡

価先度の基準 (1) :どの程度USCARと関連ある組織だったか

沖縄県が米国で収集すべき文書の筆頭がUSCAR文書であることはすでに述べた通りである｡また､

USCARが米国政府の統治政策を実行する出先機関に過ぎなかったことから､USCAR文書だけでは沖縄統

治政策の全容が解明できないことにも触れた｡統治政策の全容を解明するためには､USCAR文書の周辺を

固めていかなければならない｡USCAR文書の周辺とは､USCARの前身組織､あるいは統治政策を決定す

る上でUSCARと直接あるいは間接的にやり取りのあった組織の文書である｡

指揮系統を見ていくとUSCARの最高責任者として高等弁務官がおり､その高等弁務官は､米太平洋軍琉

球代表､在琉球米陸軍司令官を兼ねていた｡290scARの上位には陸軍省があり､その最高責任者は陸軍長

官(SecretaryoftheArmy)であるが､民政の責任者として軍人に軍事作戦担当陸軍副参謀長 (Deputy

ChieforStar√forMilitaryOperations)､文官に国際安全保障担当陸軍次官補 (DeputyUnder

SecretaryoftheArmyforInternationalAffairs)がおり､実際の実務は国際･民政局 (Office,

DirectorofInternationalandCivilAffairs)が担当した｡陸軍省の上には国防総省があり､国際安全保

障担当国防次官補 (AssistantSecretaryofDefenseforlnternationalSecurityAffairs)が実質的な

責任者となって､国防長官 (SecretaryofDefense)へ助言や報告などを行った｡30

また､沖縄での民政が軍事的目的を果たすための補助的な役割しか持っていなかったことを考えると米国

の安全保障政策や軍事戦略との関わりも見落とせない｡その意味では在琉球米軍の司令部がある米太平洋軍

総司令部､さらに､統合参謀本部 (JointChiefsofStaff)､国家安全保障会議 (NationalSecurity

Council)などの政策決定過程にも注目する必要がある｡また､外国の領地を統治することは､当然､外交

問題としての側面を持つことになり､総領事館､在日米国大使館､国務省などの関わりもきわめて重要であ

る｡そして､最後に､最高責任者としての大統領がどのような判断を下し､担当各省庁に指示を与えていた

かということも重要な鍵を握る｡31

このように､まずUSCAR文書の周辺機関の文書を収集することで､すでに国立国会図書館との共同収集

事業を進めているUSCAR文書の利用価値をさらに高めることができると考えている｡

佳先度の基準 (2) :文書が固まりになっているかどうか

公文書は､内容そのものも大切だが､どの組織がどのような活動の中でその公文書を作成し､利用したか

ということが内容と同じ程の重みを持つ｡また､文書の位置や前後関係から文書の意味が浮かび上がってく

ることがあるため､固まりがたい-ん重要な意味を持つ｡従って､沖縄県公文書館の米国での活動のように

公文書館が ｢親組織外｣の文書を収集する際には､この ｢固まり度｣も優先順位決定の重要な要素となる｡32

固まりで集めるということは､いったん収集すると決まったら､ローラー式ですべてのページを収集する

ということになる｡ここが､研究者とアーキビストとの一番の違いである｡研究者は自分の研究に必要な部

分だけを選んで収集すればよいが､公文書館が集める場合､利用者がオリジナル文書の前後関係を再構築で

きるようにしなければならないし､ページが抜けている場合､それが元々そこになかったということを保証

してあげなければならない｡これが行われず､選択的に収集するとなると､｢もしかしたらオリジナルでは

ここに大切な文書があったのでは-｣と利用する側にはいつも不安がつきまとう｡

ただし､沖縄関係で資料群が固まっていても､優先的に収集すべきかどうか判断が牡しい場合もある｡例

-67-



えば､フィリピン･琉球軍 (Philippine-RyukyuCommand-PHYLRYCOM)､琉球軍 (Ryukyu

Command- RYCOM)､琉球列島米国陸軍 (U.S.Army,Ryukyuislands- USARYIS)といった

在琉米国陸軍文書は現在合わせて1,100箱ほど確認されているが､中味を見てみると､そのほとんどは内部

規則､物資調達､人事､内部捜査などといった純粋に部隊の運営に関する文書で､住民の生活とは無縁のも

のが多い｡米軍そのものにとって永久保存すべき文書であることに間違いはないだろうが､沖縄の公文書館

が永久保存文書として固まりで収蔵する意義がどの程度あるのか､議論の余地が残るところである｡

健先度 :｢USCARとの関連度｣+｢固まり度｣
今述べた ｢USCARとの関連度｣と ｢固まり度｣という両方の要素を合わせて分類を試みたものが､先に

紹介した付録2｢資料群一覧｣にある ｢優先｣の項である｡

USCARの前身組織､あるいは統治政策を決定する上でUSCARと直接あるいは間接的にやり取りのあっ

た組織は ｢A｣､そうでない組織は ｢B｣にそれぞれ振り分けた｡また､沖縄関係で固まっているものは ｢1｣､

そうでないものは ｢2｣に振り分けた｡それを組み合わせると､沖縄続治関係文書を以下の4つに分類でき

る｡33

Al-組織が統治政策に深く関与し､しかも沖縄関係文書が固まっているもの｡

A2-組織が統治政策に深く関与したが､沖縄関係文書は固まっていないもの｡

Bl-組織は統治政策そのものとの関与は低いが､沖縄関係文書が固まっているもの｡

B2-組織は統治政策そのものとの関与は低く､沖縄関係文書が固まっていないもの｡

これによると､｢Al｣が内容の面から見ても､利用の面から見ても､公文書館として優先的に収集すべき
資料群で､｢B2｣の方は収集の優先度が低いものであることが分かる｡ただし､これはあくまで機械的に行っ

た分類であり､最終的な優先順位はこれに行政的必要性､研究動向なども加味しながら総合的に判断しなけ

ればならないことは言うまでもない｡

それでは､最後に､すでに収集したもの､これから収集すべきかどうか検討するものも含めて､USCAR

文書周辺にはどのような資料群があるかを紹介して､米国側公文書調査･収集事業の概要説明を締めくくり

たい｡

付録3:USCAR以外の文書紹介

日米交渉の経緯が分かる国務省文書

沖縄の統治責任は国防総省にあったが､外交上の対外処理は国務省が担当した｡国務省文書はその内容も

さることながら､セントラル ･ファイリング･システムと呼ばれる中央文書管理システムを採用しているた

め､いったんシステムの仕組みが理解できると､調査しやすい｡しかも､情報公開に最も積極的に取り組ん

でいる省庁の一つで､すでに1972年までの沖縄関係文書のほとんどが公開されている｡現在 ｢琉球｣を主題

に持つ箱が70箱ほどある｡その他 ｢日本･防衛｣､｢日本･政治｣などの主題の中にも沖縄関係が含まれること

が多く､関連性も高い｡駐在業務では､まず1945年から1972年までの ｢琉球｣関係文書を収集した｡加えて

1945年から1966年までの日本関係を市販のマイクロフィルム､1967年から1972年までの ｢日本･防衛｣､｢日

本･政治｣を紙で収集することにしている｡じきに国務省文書の主要部分はアメリカへ渡らずとも沖縄です

べて閲覧できるようになる｡
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米軍施設の返還をめぐる具体的交渉の記鐘 :オフラハーティ文書

ちょっと変わったところに米軍施設の返還をめぐる具体的交渉の記録があった｡米軍の各部隊はその大小

に関わらず､自らの活動を年報や部隊史という形でまとめている｡陸軍はUSCARについても歴史編纂を試

みていた｡｢1972年返還｣が日米両政府で合意された後､1970年10月頃USCARの歴史編纂構想が出された｡

1971年1月､陸軍省軍事作戟担当副参謀長室 (OfficeoftheDeputyChiefofStaffforMilitary

Operations)内､国際･民政局 (Office,DirectoroHnternationalandCivilAffairs)で琉球問題特別

顧問 (SpecialAssistant,RyukyuanAffairs)をしていたエ ドワー ド･オフラハ-ティ (Edward

O'Flaherty)がUSCAR史の編纂を任され､1973年11月頃までに1,000頁ほどの本を書き上げることになっ

ていた｡オフラハ-ティは当時国防総省､陸軍省､国務省などが管理していた沖縄に関する極秘 (Top

Secret)文書-のアクセスも許可され､きっそく､資料の収集と執筆に取りかかった｡34 その時に集めた資

料の中に米軍施設の返還交渉の記録が含まれている｡35

この文書は､1978年に日本の国立国会図書館がワシントンにある陸軍歴史編纂所 (CenterofMilitary

History,U.S.Army)と交渉し､マイクロフィルム化することになっていたが､事業計画が日本のマスコ

ミで報道された途端､陸軍省上層部からの凍結命令が下り､事業が流れたという日く付きの文書である｡36

米軍基地問題は今なお大きな社会問題であり､当時は沖縄の本土復帰から6年ほどしか経っておらず､施設

返還交渉が明るみなっていれば､大きな反響を呼んでいた可能性がある｡

オフラハ-ティは体調を崩し､執筆作業は予定より遅れた｡1975年頃に 『沖縄 :アメリカが尽くした27年

間』37 として､一応草稿が仕上がったが､残念ながら刊行はされなかった｡ただし､オフラハ-ティが各省

庁から集めた約2万頁の文書が国立公文書館の陸軍参謀文書 (RG319)の中に残っている｡38復帰に関する

文書としては､USCAR文書､国務省文書と並んで重要文書の一つであるが､これも沖縄ですべて閲覧でき

る｡

機密文書のみを集めたユニークな文書館 :国家安全保障文書館

前述したように､国立公文書館に移管された文書は原則公開だが､国家安全保障に支障をきたすと判断さ

れたものや､プライバシーを侵害する恐れのあるものに関しては ｢抜き取り｣が行われている｡それらの文

書のみを情報自由法 (FreedomofInformationAct-FOIA)を利用して請求し､集めているのがジョー

ジ･ワシントン大学内にある国家安全保障文書館である｡ロバート･ワンプラ- (RobertWampler)研究

員を中心に､1960年以降の日米の安全保障や貿易問題などの機密文書を収集対象としている｡FOIAで請求

してから実際に文書が公開されるまでには数ヶ月から数年かかるのが普通だが､すでに2,000件､枚数にし

て約11,000頁に上る機密文書を収蔵している｡

駐在業務では､国家安全保障文書館が作成したデータシートのキーワード欄から琉球･沖縄関係文書を選

択的に収集し､すでに沖縄でも閲覧できるようになっている｡立法院選挙の際の保守政党-のCIAの秘密献

金問題､日本政府による米哨戒機の本土移転拒否問題など､沖縄や本土マスコミで大々的に取り上げられた

文書もあり､ニュース的価値が高いばかりでなく､戦後史研究者にとって一度は目を通すべき資料群と言え

る｡39

機密文書収集といえば､駐在業務でもFOIA請求を行っており､これまでにニクソン政権下国家安全保障

会議､国務省､陸軍省､USCAR文書にある ｢抜き取り文書｣に対し､1,100件余の公開請求を出してある｡

これらの文書が順次公開になれば､国家安全保障文書館同様､それ自体がユニークなコレクションになる可

能性がある｡
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先立つものはカネ :統治予算を決定した議会

米軍の東アジア戟略の要である沖縄統治に財政的裏付けが必要だったことは言うまでもない｡共産主義の

脅威が存在し続けた冷戦期真っ只中であっても､軍が自由に予算を使えたわけではなく､何をするにも議会

の承認が必要であった｡USCAR文書の中には､沖縄統治に必要な予算獲得に関する文書が数多く含まれ

ているが､当の議会側でどのような議論がなされたかに関する文書はほとんどない｡駐在業務では､出版さ

れている議事鐘をマイクロフィッシュですべて収集し､沖縄で閲覧できるようにした.今後は ｢プライス

勧告｣40でもおなじみの下院軍事委貞会の審議内容など､出版されていない議会公文書の調査 ･収集が課題

である｡

大統領府文書の収集も不可欠

国立公文書館の傘下にあり､フーバー大統領 (HerbertHoover)以来､歴代大統領の私文書･公文書を保

管している施設として大統領図書館がある｡沖縄統治に関わるのは戦中･戦後のルーズベルトからニクソン

(RichardM.Nixon)までだが､前述したように､トルーマン､アイゼンハワー文書の一部に関しては国

立国会図書館が収集を行っており､そこからの入手が可能だ｡沖縄独自には､両図書館の残りの文書とケネ

ディ､ジョンソン､ニクソン時代が課題となる｡文書は ｢日本｣､｢琉球｣などの主題以外にスタッフ別に検

索するようになっており､どのスタッフが沖縄問題に関わっていたかなどの予習が必要だ｡取組みはすべて

これからである｡

戦中･戦後基地建設の当事者 :陸軍沖縄地区工兵隊文書

米軍は沖縄上陸直後､日本本土攻略に備えて基地建設を開始したが､冷我の激化とともに沖縄の長期保有

の方針が固まると､1950年頃から基地建設に一層拍車がかかった｡その後も1950年代中盤の ｢島ぐるみ闘争｣

に象徴される基地の強制収用を経て､現在でも県土全体の10%強が米軍基地で占められている｡戟後の沖縄

史は基地と共に歩んできたといっても過言でない｡

この広大な米軍基地の建設を担当したのが陸軍沖縄地区工兵隊だ｡国立公文書館には沖縄地区工兵隊歴史

部文書と運営文書の二つがある｡歴史部文書には沖縄戦中の記録として作戦計画書､上陸後の飛行場および

基地建設計画､大型図面などがある｡一方､運営文書は､1946年から1959年まで公開されており､その内容

は書簡､指示文書､視察報告書､事業実績報告書､組織運営､勤務評定などに大別される｡工兵隊文書を見

てみると､強制収用の決定過程との直接的な関わりはなかったらしく､純粋に土木･建設工事や部隊の運営

に関する文書がほとんどである｡沖縄地区工兵隊は軍事施設に限らず､民間の土木･建設事業にも携わって

おり､戟後沖縄の土木･建設事業の経緯を研究する上でかなり貴重な資料群と言えるだろう｡

ヴァージニア州のフオート･ベルポア基地内にある陸軍工兵隊史料編纂室には､工兵隊が行った歴史編纂

事業で使用した沖縄戦中の資料が残っている｡また､沖縄戦における土木建築活動や戦後の沖縄や日本での

工兵隊の活動についての参考図書もあり､工兵隊活動の概要を知る上で有効である｡41

統治の ｢二重構造｣の理解 :在琉球米国陸軍文書

米軍は1945年の上陸とともに軍政府を設置､その後27年間に渡り沖縄で施政権を行使した｡沖縄現地にお

ける軍政府およびUSCARの最高の地位には在琉球米軍の司令官が着任した｡いわゆる ｢二重構造｣だ｡

1945年から1952年の日本本土の占領では､GHQ内での連合国最高司令官 (SCAP)と太平洋軍司令官 (AF

PAC､のちFEC)の二重構造の分析がかなり進んでいるが､沖縄の場合､USCARと在琉球米軍との二重構
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道について参考にできる研究が少ない｡42 0scAR文書を整理していると､在琉球米軍司令官として署名し

ている高等弁務官の手紙やメモが出てくる｡文書からは公衆衛生活動､治安維持活動､宣撫活動､心理作戦､

物資･器材の調達､港湾の整備などの幅広い領域で米軍とUSCARの関わりが探かった様子が分かる｡今後

はこの二重構造を明らかにする必要がある｡

沖縄戦関連文書は膨大にあるが､それらをどう集めればよいか

沖縄戟の実相については､証言記録や日米両国の公文書などを通じて全体像が次第に明らかになりつつあ

る｡その中でも米国の機動部隊や上陸部隊が戦闘中に記録に納めた写真や動画フイルムなどはきわめて貴重

だ｡また､沖縄戦における米軍の暗号解析､情報分析､心理作戦などに関する話題は地元の新聞でもよく取

り上げられる｡43米国側資料を使って沖縄戦の全体像を多角的に理解することが課題とされていることの証

明である｡これら沖縄戦に関する米国側資料は､沖縄県が最優先で収蔵すべき資料の一つであることに間違

いないだろう｡

現在把握している沖縄戦に関する資料の中で､まとまったものとしては軍務局長室文書が177箱と最も多

く､次に第10軍文書 (TenthArmy)が126箱となっている｡軍務局局長室文書の第二次世界大戦作戦報告

書シリーズはヨーロッパ戦線､太平洋戟線を含み､全体が2万箱ほどのマンモス資料群で､調査は現在も進

行中である｡それ以外にも大小さまざまな組織で沖縄戟に関する文書が保管されている (付録2参照)｡こ

れらの資料群には部隊間の電信文､指示書､偵察記録､日報､戦闘計画､作戦地図､活動報告書､没収資料

の翻訳文､尋問録などが入っている｡

これら戦中期の資料は､量の多さ､資料形態や作成機関の多様さから､とても片手間には取組めるもので

はない｡しかも通常の行政文書と違い､戟闘中の指示書や報告書などにはよく地図が添付されている｡44 こ

の大型資料は通常のコピー機での複写は不可能であり､マイクロ撮影が最も効率がよい｡そうなると､US

CARプロジェクトと同様､大掛かりな取組みが必要になってくる｡今後慎重に戟術を検討しなければなら

ない課題の一つだ｡

キャプションつきの戦中･戦後写真が約10万枚

米国の記録管理のすごさをまざまざと見せつけられる最たるものは写真資料であろう｡国立公文書館に保

管されている沖縄関係の写真は､現在把握できているだけで10万枚に上る (推定)｡45 これらの写真について

は､多くの写真集や市町村史などで使用され､すでに高い評価を得ている｡また､これらの写真のほとんど

には説明書き (キャプション)が付いており､50年後､100年後に米国統治時代の生き証人がすべてこの世

を去り､当時を語るのが記録資料のみとなった時､これら写真の価値は計り知れないものになるだろう｡

数としてはUSCARの広報局が最も多く残しており､続いて海兵隊が沖縄戦の地上戟の様子を中心に約

5,000枚､陸軍が沖縄戟を中心に復帰の頃までのものを約4,500枚､海軍と空軍は､沖縄戦を中心にそれぞれ

約300枚､900枚ずつある｡駐在業務では､これらの写真の中から約15,000枚ほど収集した｡残りの写真につ

いては､予算の関係上すべて収集することは難しいだろうが､せめて国立公文書館で閲覧用に出されている

ポジ･プリントをコピー機ですべて複写し､沖縄で保管しておくことで､米国にどのような写真があるかが

分かるようにしたいと考えている｡

動画フイルム :3,000本

米国側が作成した沖縄戟の動画フイルムは ｢1フィート運動の会｣の活動により一躍脚光を浴びた.46 上
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陸前の艦砲射撃､神風特攻隊との抗戦､地上我､投降する兵士や収容所の住民の様子など､米軍しか記録し

ていない貴重な映像ばかりだ｡現在､国立公文書館では､これら米軍による動画フイルムが約800本確認さ

れている｡47

その他､写真と同じくUSCARの広報局が業績を宣伝する目的で作成したフイルムが2,300本ほどある (そ

のうち､編集済みは約300本).このうち r琉球ニュースJ､『TVウイークリー』､r人 ･時 ･場所jなどは､

USCARが琉米文化会館や地元のテレビ局を通じ放映したものである.48 これらのフイルムについては､国

立公文書館がサンプリングして評価した結果､すでに所蔵している他の沖縄関係フイルムと内容が重複する

として､廃棄の決定を下した｡それを沖縄県公文書館が無償で譲り受けることになっていたのだが､この廃

棄決定を不満とした日本人リサーチャーがNARAを提訴し､法廷で争われることとなった｡49結局､フイル

ムの評価の時点でNARAが採取した作成年月日に関する情報に間違いがあったことから､裁判所は国立公

文書館に対し再評価するよう命令を下した｡50国立公文書館側は､一本一本フイルムを点検して再評価する

手間を嫌って､最終的にすべてのフイルムを永久保存扱いにすることにして､沖縄県公文書館との寄贈契約

を廃棄する決定を下した｡これにより､沖縄県公文書館は無償で2,300本のUSCARフイルムを譲り受ける機

会を逸してしまった｡現在､複写による収集を進めているところである｡

徹底した調査が必要な地図および空中写真5'

米国側が作成した戟前から終戦直後の地図および空中写真は､米軍基地で囲い込みされる前の集落の様子

や地勢が分かることから､その意義については多くの人が認めているところである｡ただし､調査や収集が

最も遅れている分野であることも事実だ｡一番の原因は､国立公文書館自体の整理作業が遅れていることで

ある｡国立公文書館の目録では､現在のところわずか五つの資料群にしか沖縄関係地図や空中写真が確認で

きないが､その量や種類から言っても､とてもそれだけとは考えられない｡例えば､沖縄戦で使用された地

図は､その前年に撮影した空中写真を基にしたことは分かっているが､写真自体は断片的にしか見つからな

い｡戟後の地図についても同じことが言える｡

ただし､地図そのものが管理にたい-ん手間のかかるメディアだけに､国立公文書館だけを責めるわけに

もいかない｡地図や空中写真の場合には､分割作成､改訂､大量生産があるため､1枚1枚につき､どの組

織が何年何月に作成したどの部分の地図なのかということを把握する必要があるからだ｡また､琉球政府､

日本政府 (国土地理院)が作成あるいは管理している地図との比較検討をした上でないと収集に取組めない

という問題もある｡地図と空中写真の調査と収集については､今後の大きな課題と言えるだろう｡

あわりに

沖縄は去る沖縄戦で記録遺産のほとんどを焼失したため､その保存への取組みは戦後の米国統治とともに

ゼロに近い状態から再スタートする｡ここで見たように27年間にも及んだ沖縄統治は米国にとって記録すべ

き ｢活動｣であったが､その記録が沖縄にとっての遺産にもなっている｡この記録が沖縄県民全体にとって

現時点でどの程度必要だと意識されているかは分からない｡しかし､50年先､100年先に米国統治の体験者

がみなこの世を去り､歴史を語ることのできるのが記録のみとなった時､米国側公文書の存在意義は間違い

なく高まるに違いないoこれらの記録を一元的に把握し､必要なものを持ち帰るという仕事は､誰かがどこ

かで取り組まなければならないものだろう｡長い道程だろうが､最初の一歩をしっかりと踏み出すことが肝

腎だ｡
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映像史の試み｣F沖縄県公文書館紀要j創刊号 (1998年)､108頁.

47 沖縄関係動画フイルムについては､インターネットを通じ､国立公文書館のデータベース (NAIL)で検索できる｡

NAILのホームページ･アドレスは､http://www.nara.gov/nara/nail.htm..
48 国立公文書館のUSCARフイルムについては山端はるな ｢米国国立公文書館所蔵琉球列島米国民政府フイルムガイ

ド｣(沖縄県公文書館米国駐在所末刊行ガイド､1998年7月)を参照｡その他､米国側フイルム収集状況について

は玉城朋彦前掲書､107-117頁､USCARのメディア政策については宮城悦二郎 F沖縄･戦後放送史』(ひるぎ社､
1994年)､181-189頁を参照｡
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49SeihoM.Greenu.NationalArchivesandRecordsAdministration,CivilActionNo.97-0146-A,U.S.

DistrictCourtfortheEasternDistrictofVirglnia,AlexandriaDivision,2February1997.

50 この件に関して内外で報道された主な記事は以下の通 り."HistoricMoviesorExcessProperty?''The

WashingtonPost(13September1997),"ResearcherWinsLawsuitagainstNationalArchives," The
washingtonPost(5February1998),｢揺れる沖縄フイルム｣F毎日新聞』(1997年10月20日)､｢沖縄関係フイル
ム､県公文書館-の寄贈ストップ｣『沖縄タイムス』(1997年10月22日)｡
51沖縄戟中の文書資料中に添付された大型地図がよく見られることに触れたが､ここでの地図や空中写真は､それと

は別に国立公文書館地図課 (CartographicandArchitecturalBranch)で保管されているものである｡

(なかもと かずひこ:財団法人沖縄県文化振興会公文書管理部 公文書専門員)
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